
エネルギー価格の高止

まりなど物価動向や消

費に関する地域の実情

に配慮しつつ、地域の

消費喚起など景気の脆

弱な部分に、スピード感

を持って的を絞った対

応

しごとづくりなど地方が

直面する構造的な課題

への実効ある取組みを

通じて地方の活性化を

促す

目的

地方公共団体（都道府県及び市町村）が実施する、地域における消費喚起策やこれに

直接効果を有する生活支援策に対し、国が支援

対象事業

地方公共団体が策定する実施計画に定めた上記の事業

メニュー例：プレミアム付商品券（域内消費）、ふるさと名物商品券・旅行券（域外消費）等

運用の基本スタンス

人口・財政力指数等に基づく配分を行い、迅速に執行

地域消費喚起・生活支援型経済対策に関する
内閣総理大臣指示

目的

地方公共団体（都道府県及び市町村）による地方版総合戦略の早期かつ有効な策定と、

これに関する優良施策等の実施に対し、国が支援

対象事業

①地方版総合戦略の策定

②地方版総合戦略における「しごとづくりなど」の事業

メニュー例：ＵＩＪターン助成等

運用の基本スタンス

地方公共団体が事業設計を自由に行うこととするとともに、明確な政策目標の下、客観

的な指標の設定やＰＤＣＡの態勢整備を求める、新しいタイプの交付金

基礎交付：人口、財政力指数等に基づく配分

上乗せ交付：地方版総合戦略に基づく事業など内容の優れたものに対して配分

地方創生先行型

地域住民生活等緊急支援のための交付金の概要
資料２

2000576hs
長方形



交付対象事業及びメニュー例

基本的には地方公共団体が目的にかなう施策を実施できる。

メニュー例に示された事業について、国は、地方公共団体における「実施計画」の策定（適切な客観的指

標の設定を含む）から実施までをサポートする態勢を整備している。

交付対象 メニュー例

地域消費喚起・生活
支援型

地域における消費喚
起策やこれに直接
効果を有する生活支
援策

①プレミアム付商品券（域内消費）

②ふるさと名物商品券・旅行券（域外消費）

③低所得者等向け灯油等購入助成

④低所得者等向け商品・サービス購入券

⑤多子世帯支援策

地方創生先行型

総合戦略における
「しごとづくりなど」の
事業

①「地方版総合戦略」の策定（必須）

②ＵＩＪターン助成

③地域しごと支援事業等

④創業支援・販路開拓

⑤観光振興・対内直接投資

⑥多世代交流・多機能型ワンストップ拠点（小さな拠点）

⑦少子化対策（地域消費喚起等型対応等を除く）



タイプ 交付の考え方

地域消費喚起・生活
支援型

2,500億円

1. 都道府県及び市町村の配分比 ４：６

2. プレミアム付商品券（域内消費）及びふるさと名物商品券・旅行券（域外消
費）については、一定事業規模を確保できるように地方公共団体に助言・サ
ポート

3. 以下の点などを踏まえ、交付

① 人口

② 財政力指数

③ 消費水準等、寒冷地

地方創
生先行
型

1,700億
円

基礎交付

1,400億
円

1. 都道府県及び市町村の配分比 ４：６

2. 以下の点を踏まえ、交付

① 地方版総合戦略策定経費相当分として１都道府県2000万円、１市町村
1,000万円は確保

② 人口を基本としつつ、小規模団体ほど割増

③ 財政力指数

④ 就業（就業率）、人口流出（純転出者数人口比率）、少子化（年少者人口比
率）の状況に配慮（現状の指標が悪い地域に配慮）

上乗せ交
付

300億円

以下の点を踏まえ、交付

①政策５原則等からみた事業等の内容（メニュー例への対応を含む）

②地方版総合戦略の策定状況

交付の考え方



補正予算案検討 補正予算案審議

実施計画（案）の検討

概
要
説
明

1/9 説明会
▼

通
知

実施計画
提出期限

▼

（
事
前
）
提
出

▲
補正予算案議会提案

▲
補正予算成立

交
付
申
請

交
付
決
定

スケジュールイメージ

12月 1月 2月 3月
下旬 上旬 中旬 下旬 第1週 第2週 第3週 第4週 第1週以降

基礎
交付額
決定
▼

国

地
方
公
共
団
体

補正予算案
閣議決定

▼

（
正
式
）
提
出

事前相談

（実質２か月確保）

経済対策
閣議決定

▼

参
考
情
報
提
供

審査

12/27
▼ 交付

決定
▼

Ｑ
＆
Ａ
追
加
提
示

1/28 説明会
▼（

ブ
ロ
ッ
ク
別
の
説
明
会
を
開
催
）

地方総合戦略
の策定

※遅くとも平成27年度
に策定

平成27年度中



地
方
版
総
合
戦
略
【
平
成

31年
度
ま
で
の
５
か
年
】

基
本
目
標

農
業

の
担
い
手
確
保
・
育
成

KPI:新
規
就
農
者
数

●
●
人

観
光
振

興
策
の
実
施

KPI:観
光
入
込
客
数

●
●
人

地
方

へ
の

新
し

い
ひ

と
の

流
れ

を
つ

く
る

転
入

者
数

：
●

●
人

具
体
的
な
施
策
（
５
か
年
分
）

時
代

に
合

っ
た

地
域

を
つ

く
り

、
安

心
な

く
ら

し
を

守
る

と
と

も
に

、
地

域
と

地
域

を
連

携
す

る
「

小
さ

な
拠

点
数

」
：

●
●

か
所

若
い

世
代

の
結

婚
・

出
産

・
子

育
て

の
希

望
を

か
な

え
る

出
生

数
：

●
●

人

地
方

に
お

け
る

安
定

し
た

雇
用

を
創

出
す

る

雇
用

創
出

数
：

●
●

人

移
住
・
交

流
の

専
門

相
談

員
の

配
置

KPI:相
談

件
数

●
●

件

企
業
や
本

社
機

能
の

立
地

の
促

進
KPI:進

出
企

業
数

●
●

社

若
者
向
け
職
業
相
談

KPI:若
者
（20

～
34歳

）
の
就
業
率

●
●
％

多
子
世
帯

の
負

担
軽

減
KPI:実

施
市

町
村

数
●

●
市

町
村

地
域
交
通

の
利

用
促

進
KPI:路

線
バ

ス
の

利
用

者
数

●
●

人

中
心

市
街
地
の
活
性
化

KPI:空
き
店
舗
数

●
●
店

地
方
創
生
先
行
型
交
付
金

実
施
計
画
（
平
成

26・
27年

度
分
）

◇
農

業
の
担
い
手
育
成
事
業

KPI:
新
規
就
農
者
数

●
●
人

◇
移
住
・
交
流
相
談
事
業

KPI:
移
住
相
談
件
数

●
●
件

◇
若

者
雇
用
支
援
事
業

KPI：
若
者
（20

～
34

歳
）
の
就
業
率

●
●
％

平成27年度策定の総合戦略に盛り込む（国により確認）

【
平
成

27年
度
】

Plan：
実
施
計
画
に
お
い
て

KPI
を
設
定

Do:事
業
を
実
施

【
平
成

28年
度
】

Check:
外
部
有
識
者
も
参
加
し

た
検
証
機
関
に
お
い
て
、

KPIに
よ
り
効
果
を
検
証

A
ction：
総
合
戦
略
の
改
訂

PD
CA
サ
イ
ク
ル

※
上

記
の

目
標

や
指

標
は

、
地
方
公
共
団
体
の
実
例
に
基
づ

い
た

も
の

で
あ

り
、

こ
れ

を
義

務
付

け
る

も
の

で
は

な
い
。
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